
「平成２８年熊本地震」からの 

復旧・復興に関する特別決議 
 

昨年４月１４日にマグニチュード６．５、同月１６日にマ

グニチュード７．３、最大震度７を観測した「平成２８年熊

本地震」は、現在もなお４千回を超える余震が続いている。 

かつて私たちが経験したことのない二度にもわたる大地震

は、家屋の倒壊、公共施設の損壊、道路の崩落・寸断など、

県内に甚大な被害をもたらし、多くの尊い命が犠牲となった。 

また、６月の大雨による豪雨被害では、地震による地盤へ

の影響も重なり、県内の被害はさらに拡大し、住民生活や経

済活動に重大な影響を及ぼしている。 

被災町村では、国・県をはじめ、県内外自治体職員の派遣

及び支援を受け、一日も早い復旧・復興に向けて、現在全力

で取り組んでいる。 

しかしながら、被災町村は中山間地も多く、財政基盤も脆

弱であり、被災者の生活支援をはじめ、地域の生活基盤を速

やかに回復していくためには、国や県による強力な支援が不

可欠である。 

よって、下記事項の実現を図るよう、強く要請する。 

 

記 

 

１ 今後、町村が財政面で安心感をもって復旧・復興に取り

組んでいくため、国による財政支援への明確な担保と長期

的な支援について、特別の立法措置も含め、東日本大震災

を踏まえた特別の措置を講じること。 

 

 



２ 自力での住宅再建が困難な被災者が、将来確実に住居が

確保できるよう、公営住宅の提供等について、最大限の支

援を行うこと。 

 

３ 地震により生活基盤を失い、未だ厳しい環境で生活再建

に取り組んでいる被災者に対し、保健・医療・福祉、教育、

心のケアなど生活全般にわたるきめ細かい支援について、

被災者の状況把握を着実に行いながら、漏れなく実施でき

る環境が整えられるよう最大限の支援を行うこと。 

 

４ 被災した建築物等のがれきをはじめとする災害廃棄物の

早期処理のため、それらに係る撤去等必要な経費に対し、

特別な財政措置を講じること。 

 

５ 大きな被害を受けた道路・橋梁・空港等の公共土木施設、

農林水産業施設、学校教育施設、庁舎等の早期復旧と財政

措置を含めた支援措置を講じること。 

また、農林水産業者、商工業者、観光業者等が事業継続

や経営再建できるよう、税財政支援、金融支援の拡充と風

評被害等に対する対策や支援を行うこと。 

 

６ 県内外からの職員派遣については、中長期的な支援とな

るよう求めるとともに、派遣元・派遣先自治体ともに財政

負担が生じないよう万全の措置を講じること。 

 

以上、特別決議する。 
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